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令和５年度都区財政調整協議結果等について 

 
 

１ 令和５年度都区財政調整 

（１）概要 

 対前年度増減率 

①  調整税等（当年度分）                           ２兆１,１０２億円   （６.６％） 

②  交付金の総額（ア＋イ）                １兆１,９４４億円   （７.７％） 

 ア 当年度分（調整税等の５５.1％） １兆１,６２７億円 

 イ 精算分                ３１７億円 

③  基準財政収入額Ａ                                                                                           １兆３,２３５億円   （７.３％） 

④  基準財政需要額Ｂ                                                                                           ２兆４,５８２億円   （７.５％） 

 ア 経常的経費                                                                                                                         １兆９,５８６億円 

 イ 投資的経費            ４,９９６億円 

⑤  交付金                              １兆１,９４４億円    （７.７％） 

 ア 普通交付金（Ｂ－Ａ）             １兆１,３４７億円 

 イ 特別交付金                                                                           ５９７億円 
 
 

（２）特徴 

 

 

 

 

・普通交付金は、交付金総額の９５％相当で１兆１，３４７億円、前年度と比べ、８０

８億円の増となり、特別交付金は、交付金総額の５％相当で５９７億円、前年度と比

べ、４３億円の増となりました。 

 

 

 

 

 

・特別区民税は、雇用・所得環境の段階的な回復を反映し、前年度と比べ、５０５億

円の増となりました。 

・地方消費税交付金、地方消費税交付金特例加算額は、個人消費や輸入が堅調に推移

することによる増を見込んだ結果、前年度と比べ、合わせて３９４億円の増となりま

した。 

 

 

《交付金の総額》 

交付金の総額は、１兆１,９４４億円となり、前年度と比べ、８５１億円、７.７％

の増であり、２年連続の増加となりました。 

《基準財政収入額》 

基準財政収入額は、１兆３，２３５億円となり、前年度と比べ、９００億円、７.

３％の増となりました。 
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・経常的経費は、私立保育所等の施設型給付費について算定を充実するなど、前年度

と比べ３９３億円の増となりました。投資的経費は、建築工事単価について都財務局

建築工事積算標準単価の変動率を反映した経費を臨時的に算定するなど、前年度と比

べ、１,３１５億円の増となりました。 

 

２ 協議課題の調整内容 

 

項    目 都 区 合計 

１ 最終的な提案数  ８ ４８ ５６ 

 
（１）当初提案  ７ ４７ ５４ 

（２）追加提案 （※１）１ （※２）１ ２ 

２ 調整項目数 ７ ３１ ３８ 

 

（１）新規算定  ８ ８ 

（２）算定充実  １６ １６ 

（３）事業費の見直し ３ ２ ５ 

（４）算定方法の改善等 ３ ４ ７ 

（５）財源を踏まえた対応 １ １ ２ 

３ 当初算定に至らなかった項目数 １ １７ １８ 

※１ 都市計画交付金に係る地方債収入相当額の前倒し算定（財源を踏まえた対応） 

※２ 公共施設改築工事費の臨時的算定（財源を踏まえた対応） 
 

（１）新規算定（８項目、５億円） 

・【小学校費】医療的ケア児支援経費、公衆喫煙所維持管理費、企画調査費（区民意識

意向調査経費）、重症心身障害児（者）等住宅レスパイト・就労等支援事業費 など 

 

（２）算定充実（１６項目、１０２億円） 

・放課後児童クラブ事業費、【小・中学校費】学校運営費（用務委託）、区営住宅維持  

管理費、私立保育所施設型給付費等 など 

 

（３）事業費の見直し（５項目、△２４億円） 

・衛生総務費（保健福祉サービス推進会議委員謝礼）、保育力強化事業費 など 

 

（４）算定方法の改善等（７項目、４６２億円） 

・【投資】投資的経費の見直し（建築工事）、街路灯維持補修費、【態容補正】児童相談

所関連経費 など 

《基準財政需要額》 

基準財政需要額は、２兆４，５８２億円となり、前年度と比べ、１,７０８億円、

７．５％の増となりました。 
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（５）財源を踏まえた対応（２項目、２,９９８億円） 

・都市計画交付金に係る地方債収入相当額の前倒し算定、公共施設改築経費の臨時的

算定 

 

（６）協議が整わなかった項目（１８項目） 

・利用者負担（保育所等）、子ども医療費助成事業費、放課後子ども教室推進事業費、

私立幼稚園等保護者負担軽減事業費、特別交付金、都市計画交付金 など 
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３ 協議上の諸課題 

項目 区の考え方 都の考え方 協議結果 

特別交付金 

（特別交付

金の割合の

引き下げ） 

透明性・公平性

を高めるととも

に、可能な限り

普通交付金によ

る対応を図るた

め、引き続き特

別交付金の割合

を２％を基本に

見直す方向で検

討 

 

・各区が安定的な財

政運営を行うために

も、可能な限り、算

定内容が客観的かつ

明確に規定されてい

る普通交付金による

対応を図るため、特

別交付金の割合を

２％に引き下げるこ

とを求める 

・普通交付金の算定

対象となっていない

区ごとに異なる財政

需要が、５％を大き

く超える規模で毎年

申請されており、こ

うした財政需要を着

実に受け止めるため

には５％が必要 

協議が整わ

なかった項

目として整

理する 

特別交付金 

（算定の透

明性・公平性

の向上） 

・標準区経費として

適切に積み上げられ

ていないものについ

ては、財調の財源保

障機能を担保するた

めにも、少なくとも

特別交付金で算定さ

れるべきである 

 

・現行の算定ルール

は、都側で一方的に

策定したものではな

く、都区で議論を積

み重ね合意したもの

であり、透明性・公

平性の確保の観点か

らも、その内容につ

いて大きな問題はな

いと考える 

協議が整わ

なかった項

目として整

理する 

都市計画交

付金 

都区の都市計画

事業の実施状況

に見合った配分

となるよう抜本

的な見直しを検

討 

・交付金総額を拡大

すること、全都市計

画事業を交付対象化

すること、交付率の

上限撤廃及び交付基

準単価を改善するこ

とを提案する 

 

・都市計画税の配分

について、都区で協

議を行うにあたって

は、都区が行ってい

る都市計画事業の実

施実態や都市計画税

の充当状況を検証す

ることが不可欠であ

り、区側が求める情

報を開示すべきと考

える 

 

・各区から都市計画

事業の実施状況や意

向等を聞きながら、

順次見直しを図って

きた 

 

・都市計画税は、都

が賦課徴収する目的

税であり、法律によ

り特別区にその一定

割合を配分すること

とされている調整税

等とは制度上の性格

が異なる。このた

め、都としては、こ

の財調協議の場にお

いて、都市計画交付

金を議論するもので

はないと認識してい

る 

具体的な議

論ができな

かった 
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・都税であることを

理由に、今後も都側

の一方的な差配によ

って運用され続ける

ということであれ

ば、都市計画税が都

税とされていること

に制度上の問題があ

ると言わざるを得

ず、国に制度改正を

求めることも検討せ

ざるを得ない重要な

課題であると認識し

ている 

 

 

 

 

 

 


